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メガソーラーによる湿原損失のライフサイクル CO2 分析 

要約 

湿原を破壊してメガソーラーを建設する場合に、温暖化対策としての効果がどの程度損なわれるかを概算する。

太陽光発電は発電時に CO2 を直接排出しないが、設備の製造には CO2 排出が伴う。さらに湿原、とくに泥炭を

含む低層湿原では、長い年月をかけて蓄えられた炭素が、造成、排水、乾燥化によって大気中に放出されるおそ

れがある。また、湿原が毎年 CO2 を吸収・蓄積する働きも失われる。 

計算では、環境省資料に示された低層湿原の炭素蓄積量と CO2 吸収量を用い、事業用太陽光発電の発電量は

政府資料に基づいて設定した。評価では、太陽光設備の製造に伴う排出、湿原に蓄えられた炭素の放出、湿原

の年間 CO2 吸収機能の喪失を分けて扱った。 

湿原に蓄積されていた炭素が全量 CO2 となって放出されると想定した場合、太陽光発電による CO2 削減でそれ

を取り返すまでの年数は、政府計画における 2030 年の電力排出係数を用いると約 19 年から 29 年となった。発

電量が低い場合の感度分析では、約 30 年から 44 年に延びる。これは、湿原を改変してメガソーラーを建設する

と、温暖化対策としての効果が大きく損なわれる可能性が高いことを示している。 
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1. はじめに 

太陽光発電は、発電時に CO2 を直接排出しない。このため、太陽光発電の導入拡大は温暖化対策として評

価される。しかし、発電設備の製造段階では温室効果ガスが排出される。さらに、メガソーラーは広い土地を必要

とするため、森林、草地、湿原などの自然資本を改変する場合には、土地利用変化に伴う炭素収支も考慮しなけ

ればならない。 

本稿では、低層湿原を改変してメガソーラーを建設する場合を対象に、太陽光モジュール製造時排出、湿原炭

素ストックの放出、湿原の CO2 吸収フロー喪失を組み込んだ CO2 回収年数を概算する。ここでいう CO2 回収年

数とは、建設前後に発生または失われる累積的な炭素負債を、太陽光発電による年間の CO2 削減量によって

何年で相殺できるかを示すスクリーニング指標である。 

本稿の計算は、個別地点の実測値に基づく確定評価ではない。湿原の泥炭深、炭素密度、地下水位、排水設

計、造成方法、積雪、出力抑制、メンテナンス状況等によって、実際の値は大きく変わり得る。したがって、本稿の

目的は、湿原改変を伴う太陽光発電事業について、事業者、行政、地域社会が個別案件で確認すべき論点とそ

のオーダーを示すことにある。 

2. 湿原の炭素機能：ストックとフローを分ける 

湿原の炭素機能は、少なくとも二つに分けて評価する必要がある。第一は、すでに泥炭層に蓄積されている炭

素ストックである。環境省資料は、湿原には未分解の植物遺骸等で構成される泥炭層が形成され、この泥炭層に

炭素が蓄積されることを説明している。また、泥炭層を持つ湿原が乾燥化すると、蓄積された炭素が CO2 として

大気中に排出されることを述べている[1]。 

第二は、湿原が毎年 CO2 を吸収・蓄積するフローである。環境省資料では、湿原タイプ別に単位面積あたりの

CO2 吸収量を計算している。低層湿原については、コムケ湖湿原の 3 地点で測定された炭素蓄積速度の平均値

107.07gC/m2/年を CO2 量に換算し、3.9259t-CO2/ha/年としている[1]。 

この二つは性質が異なる。炭素ストックの放出は、造成時または造成後の一定期間に発生する累積的な炭素

負債である。他方、CO2 吸収フローの喪失は、湿原機能が損なわれている限り毎年発生する機会費用である。こ

のため、本稿では、初期炭素負債と年間純 CO2 削減量を明確に分けて扱う。 

初期炭素負債 ＝ 太陽光モジュール製造時排出 ＋ 湿原炭素ストック放出 

年間純 CO2 削減量 ＝ 太陽光発電による代替発電 CO2 削減量 − 湿原 CO2 吸収フロー喪失 

メタン等の非 CO2 温室効果ガスは重要であるが、本稿の主計算には含めない。IPCC 湿地補足ガイドラインは、

排水された内陸有機質土壌について、CO2、CH4、N2O、排水路からの CH4、溶存有機炭素由来の CO2、泥炭火

災による CO2・CH4 等を推計対象として整理している[2]。これらは地点ごとの水位、泥炭深、排水設計、植生、造

成方法に強く依存するため、本稿では個別案件で追加的に評価すべき項目として扱う。 

3. 使用する数値 

本稿では、評価単位を 1MW-AC の事業用太陽光発電設備とする。太陽光発電側の発電量は、政府資料に示

された事業用太陽光の設備利用率 18.3%を直接用いて計算する[8]。すなわち、年間発電量は次の通りである。 

1,000kW × 8,760 時間/年 × 18.3% ＝ 1,603,080kWh/MW-AC/年 

2020 年の電力排出係数は、電気事業低炭素社会協議会の 2021 年度フォローアップ資料に示された 2020 年

度の調整後 CO2 排出係数 0.441kg-CO2/kWh を用いる[9]。2030 年については、政府の 2030 年度エネルギー
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需給見通しに基づく全電源平均排出係数 0.250kg-CO2/kWh を用いる[10]。したがって、主計算における太陽光

発電による年間 CO2 削減量は、2020 年排出係数では 707.0t-CO2/MW-AC/年、2030 年排出係数では 400.8t-

CO2/MW-AC/年である。 

太陽光モジュール製造時排出については、中国製単結晶シリコン PERC モジュールについて示された 433kg-

CO2e/m2、出力 197.84Wp/m2 を用いる[4]。これを DC 出力あたりに換算すると、2.1886kg-CO2e/Wp-DC である。

調達価格等算定委員会資料では、1,000kW 以上地上設置案件の過積載率が 131.6%と示されている[8]。そこで本

稿では、1MW-AC あたりの太陽光モジュール容量を 1.30MWp-DC とし、太陽光モジュール製造時排出を 2,845t-

CO2e/MW-AC とする。 

土地利用密度は、森林・原野・湿原周辺型メガソーラーを想定して、杉山（2026）に基づき 2.5ha/MW-AC、すな

わち 0.40MW/ha とする[11]。したがって、1MW-AC あたりの占有面積は 2.5ha である。 

表 1 主計算の前提 

項目 値 出所・計算方法 

評価単位 1MW-AC 本稿の 1MW は認定・認可出力 1MW を指す。 
主計算の設備利用率 18.3% 政府資料の 2026 年度想定値[8]。 
主計算の年間発電量 1,603,080kWh/MW-AC/年 認定・認可出力 1,000kW × 8,760 時間 × 18.3%。 
2020 年排出係数 0.441kg-CO2/kWh 2020 年度の電気事業者の調整後 CO2 排出係数[9]。 

2030 年排出係数 0.250kg-CO2/kWh 2030 年度エネルギー需給見通しを踏まえた全電源平均排出係数

[10]。 
年間 CO2 削減量（2020 年） 707.0t-CO2/MW-AC/年 1,603,080kWh × 0.441kg-CO2/kWh ÷ 1,000。 
年間 CO2 削減量（2030 年） 400.8t-CO2/MW-AC/年 1,603,080kWh × 0.250kg-CO2/kWh ÷ 1,000。 

モジュール製造時排出原単位 2.1886kg-CO2e/Wp-DC 中国製単結晶シリコン PERC モジュールの文献値を出力あたりに換

算：433kg-CO2e/m2 ÷ 197.84Wp/m2[4]。 

過積載率 130% 1,000kW 以上地上設置案件の直近値 131.6%を踏まえ、主計算では

130%とする[8]。 

太陽光モジュール製造時排出 2,845t-CO2e/MW-AC 1MW-AC あたり 1.30MWp-DC のモジュールを搭載するとして、

2.1886kg-CO2e/Wp-DC × 1,300,000Wp。 

土地利用密度 0.40MW/ha 森林・原野・湿原周辺型メガソーラーを想定して 2.5ha/MW-AC

（=0.40MW/ha）[11]。 
1MW あたり占有面積 2.5ha/MW-AC 2.5ha/MW-AC。 
低層湿原の CO2 吸収量 3.9259t-CO2/ha/年 環境省資料の低層湿原の CO2 吸収量[1]。 

低層湿原の炭素蓄積量 1,855-3,343t-CO2/ha 環境省資料に示された種富湿原・コムケ湖湿原の低層湿原事例値

[1]。 
低層湿原の CO2 吸収フロー喪失 9.81t-CO2/MW-AC/年 2.5ha/MW-AC × 3.9259t-CO2/ha/年。 

低位発電量ケース 設備利用率 12% NEDO 資料で国内非住宅用太陽光の 2012 年実績が 12%とされるた

め、低位発電量の感度分析として使用[12]。 

 

環境省資料における 1,855t-CO2/ha および 3,343t-CO2/ha は、低層湿原の二つの事例値であり、環境省資

料自身も「上限値、下限値を表すものではない」としている[1]。本稿では、この二つを便宜的に低位・高位ケース

として扱うが、個別案件では現地調査によって泥炭深、炭素密度、含水率、地下水位を確認する必要がある。 

また、太陽光モジュール製造時排出は文献上 CO2 換算量、すなわち CO2e で示されている。本稿では、湿原

炭素ストックおよび CO2 吸収フローと合わせて比較するため、表では t-CO2e または t-CO2 と表記する。主計算

の目的は、精密な温室効果ガスインベントリではなく、湿原改変を伴う太陽光発電事業について、無視し得ない炭

素負債の大きさを示すことである。 

4. 計算方法 

メガソーラーの AC 設備容量を 1MW、土地利用密度を D（MW/ha）とする。1MW あたり占有面積 A は、 

A ＝ 1 / D 



 

5 

である。主計算では D=0.40MW/ha であるから、 

A ＝ 1 / 0.40 ＝ 2.5ha/MW-AC 

となる。低層湿原の炭素蓄積量を S（t-CO2/ha）、そのうち大気中に放出される比率を ρ とすると、湿原炭素

ストック放出量 E_stock は、 

E_stock ＝ A × S × ρ 

である。S=1,855-3,343t-CO2/ha、A=2.5ha/MW-AC であるから、ρ=1、すなわち全量放出の場合には、 

E_stock ＝ 2.5 × 1,855-3,343 ＝ 4,638-8,358t-CO2/MW-AC 

となる。太陽光モジュール製造時排出を E_pv=2,845t-CO2e/MW-AC とすると、初期炭素負債 E_initial は、 

E_initial ＝ E_pv ＋ E_stock 

である。湿原の CO2 吸収フロー喪失 E_flow は、低層湿原の CO2 吸収量 F=3.9259t-CO2/ha/年を用いて、 

E_flow ＝ A × F ＝ 2.5 × 3.9259 ＝ 9.81t-CO2/MW-AC/年 

となる。太陽光発電による年間 CO2 削減量を R とすると、メタン等を主計算から外した場合の年間純 CO2 削

減量 N は、 

N ＝ R − E_flow 

である。したがって、CO2 回収年数 T は、 

T ＝ E_initial / N 

となる。なお、この計算では、湿原炭素ストックの放出を初期炭素負債として扱っている。実際には、泥炭炭素

の酸化は造成時に一括して起きるとは限らず、排水後に長期間継続する場合がある。したがって、T は厳密な年

次排出経路ではなく、累積炭素負債を用いたスクリーニング指標である。 
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5. 主計算結果 

表 2 に、湿原炭素ストック放出率を 0%、25%、50%、100%とした場合の CO2 回収年数を示す。主計算の設備利

用率は 18.3%であり、年間発電量は 1,603,080kWh/MW-AC/年である。 

表 2 湿原炭素ストックを考慮した CO2 回収年数（1MW-AC あたり、設備利用率 18.3%） 

湿原炭素ストック放出率

ρ 湿原炭素ストック放出量 初期炭素負債 回収年数：2020 年排出係

数 
回収年数：2030 年排出係

数 

0% 0t-CO2 2,845t-CO2e 4.1-4.1 年 7.3-7.3 年 
25% 1,159-2,089t-CO2 4,004-4,934t-CO2e 5.7-7.1 年 10.2-12.6 年 
50% 2,319-4,179t-CO2 5,164-7,024t-CO2e 7.4-10.1 年 13.2-18.0 年 
100% 4,638-8,358t-CO2 7,483-11,203t-CO2e 10.7-16.1 年 19.1-28.7 年 

 

湿原炭素ストックを全く考慮しない場合でも、湿原の年間 CO2 吸収フロー喪失を差し引くと、2030 年排出係数

での回収年数は 7.3 年である。これは、太陽光モジュール製造時排出だけを初期炭素負債に入れ、湿原炭素スト

ック放出をゼロとした場合の値である。 

湿原炭素ストックの 25%が放出されるだけでも、2030 年排出係数での回収年数は 10.2-12.6 年となる。50%放

出では 13.2-18.0 年、全量放出では 19.1-28.7 年となる。すなわち、湿原改変を伴う場合には、太陽光モジュール

製造時排出だけを見た場合よりも、CO2 回収年数は大きく延びる。 

この結果の直観は明確である。湿原の年間 CO2 吸収フロー喪失は 9.81t-CO2/MW-AC/年であり、年間の太

陽光発電による CO2 削減量に比べると小さい。しかし、泥炭に蓄積された炭素ストックは 4,638-8,358t-

CO2/MW-AC という規模であり、太陽光モジュール製造時排出 2,845t-CO2e/MW-AC を上回る。したがって、湿

原 LCA の中心論点は、年間吸収フローの喪失よりも、むしろ泥炭炭素ストックの放出である。 

6. 発電量に関する感度分析 

主計算では、政府資料に基づく事業用太陽光の設備利用率 18.3%を用いた[8]。一方、NEDO 資料では、国内

非住宅用太陽光発電の設備利用率について、2012 年に 12%、その後 2018 年に 15.9%まで上昇した値が示され

ている[12]。このため、本稿では 12%を現在の標準値としてではなく、発電量が低い場合の感度分析ケースとして

用いる。 

設備利用率 12%では、1MW-AC あたり年間発電量は 1,051,200kWh であり、2020 年排出係数 0.441kg-

CO2/kWh で 463.6t-CO2/MW-AC/年、2030 年排出係数 0.250kg-CO2/kWh で 262.8t-CO2/MW-AC/年の CO2

削減となる。表 3 に、湿原炭素ストック全量放出の場合について、発電量前提を変えた感度分析を示す。 

表 3 発電量前提による感度分析（湿原炭素ストック 100%放出） 

ケース 設備利用率 年間発電量 年間 CO2 削減量：

2020 年 
年間 CO2 削減量：

2030 年 回収年数：2020 年 回収年数：2030 年 

主計算 18.3% 160.3 万 kWh/MW-AC/

年 707.0t-CO2/年 400.8t-CO2/年 10.7-16.1 年 19.1-28.7 年 

低位発電量ケース 12.0% 105.1 万 kWh/MW-AC/

年 463.6t-CO2/年 262.8t-CO2/年 16.5-24.7 年 29.6-44.3 年 

 

この感度分析は、湿原立地の案件評価では重要である。北海道東部のような地域では、積雪、日射、設備設

計、出力抑制、メンテナンス等により、実際の設備利用率が案件ごとに異なる。仮に設備利用率が 12%にとどまる

なら、2030 年排出係数を用いた CO2 回収年数は 29.6-44.3 年まで延びる。これは、太陽光発電設備の事業期

間・パネル寿命と同程度、またはそれを超える水準になり得る。 
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7. 土地利用密度に関する感度分析 

土地利用密度も結果に大きく影響する。主計算では、森林・原野・湿原周辺型メガソーラーを想定し、土地利用

密度を 0.40MW/ha、すなわち 1MW-AC あたり 2.5ha とする。参考として、0.67MW/ha の場合も確認する。土地利

用密度が高いほど、1MW あたりの改変面積は小さくなり、湿原炭素ストック放出量と CO2 吸収フロー喪失は小さ

くなる。 

表 4 土地利用密度に関する感度分析（湿原炭素ストック 100%放出、設備利用率 18.3%） 

ケース 土地利用密度 1MW あたり占有面積 湿原炭素ストック放出量 湿原 CO2 吸収フロー喪

失 回収年数：2030 年 

主計算 0.40MW/ha 2.50ha 4,638-8,358t-CO2 9.81t-CO2/年 19.1-28.7 年 
参考ケース 0.67MW/ha 1.49ha 2,769-4,990t-CO2 5.86t-CO2/年 14.2-19.8 年 

 

主計算の 0.40MW/ha で湿原炭素ストック全量放出を仮定すると、湿原炭素ストック放出量は 4,638-8,358t-

CO2/MW-AC となる。2030 年排出係数での CO2 回収年数は 19.1-28.7 年となる。参考ケースの 0.67MW/ha でも

14.2-19.8 年であり、湿原改変を伴うメガソーラーでは、単に設備容量だけでなく、1MW あたり何 ha の湿原機能を

失わせるかが決定的に重要である。 

8. メタン等の扱い 

本稿の主計算では、メタン、亜酸化窒素、溶存有機炭素、泥炭火災を数値に含めていない。これは、これらの

項目が重要でないからではなく、個別地点の水位、泥炭深、排水設計、植生、土壌温度、造成方法に強く依存し、

環境省資料の値だけでは一律に置けないためである。 

IPCC 湿地補足ガイドラインは、排水された内陸有機質土壌について、オンサイトの CO2 排出、排水中の溶存

有機炭素に由来するオフサイト CO2 排出、CH4 排出、排水溝からの CH4 排出、N2O 排出、泥炭火災による

CO2・CH4・CO 排出を整理している[2]。したがって、個別案件の LCA では、少なくとも以下を確認すべきである。 

1. 造成・排水による水位低下の範囲と継続期間 

2. 泥炭層の深さ、炭素密度、含水率 

3. 排水溝、沈砂池、調整池等からの CH4 排出可能性 

4. 乾燥化による N2O 排出増加可能性 

5. 溶存有機炭素の流出と下流での CO2 化 

6. 泥炭火災リスク 

7. 工事後の湿原復元可能性と、その時間スケール 

メタンを CO2 換算する場合には、IPCC AR6 の 100 年地球温暖化係数を用いるなら、生物起源 CH4 は 27 を

用いる[3]。すなわち、年間の追加メタン排出量を ΔCH4（t-CH4/MW-AC/年）とすれば、CO2 換算の追加排出量

は次のようになる。 

E_CH4 ＝ 27 × ΔCH4 

たとえば追加的な CH4 純排出が 0.5t-CH4/MW-AC/年であれば、CO2 換算で 13.5t-CO2e/MW-AC/年となる。

これは湿原 CO2 吸収フロー喪失 9.81t-CO2/MW-AC/年を上回る。したがって、メタンは主計算から外してよい小

さな項目ではなく、実測または保守的な感度分析が必要な項目である。 

一方で、湿原を排水すると、自然湿原からの CH4 排出が減る場合もあり得る。この場合、CH4 だけを見れば

温室効果を下げる方向に働く可能性がある。しかし、その代わりに泥炭の好気的分解による CO2 排出と、場合に
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よっては N2O 排出が増える。したがって、湿原改変の温室効果ガス収支は、CO2、CH4、N2O を統合して評価し

なければならない。 

9. 結果の解釈 

本稿の主計算から、三つの示唆が得られる。第一に、湿原メガソーラーの LCA では、泥炭炭素ストックが支配

的な項目になり得る。低層湿原の事例値を用いると、1MW-AC あたりの湿原炭素ストックは 4,638-8,358t-CO2 で

あり、これは太陽光モジュール製造時排出 2,845t-CO2e/MW-AC を上回る。湿原炭素ストックを無視すれば、ラ

イフサイクル CO2 は大きく過小評価される。 

第二に、電力排出係数が低下するほど、太陽光発電による年間 CO2 削減量は小さくなり、初期炭素負債の回

収に時間がかかる。2020 年排出係数では湿原炭素ストック全量放出の回収年数は 10.7-16.1 年であるが、2030

年排出係数では 19.1-28.7 年となる。脱炭素化が進むほど、自然資本を破壊して再エネを導入することの炭素上

の正当化は難しくなる。 

第三に、湿原の年間 CO2 吸収フロー喪失は、単独では 10t-CO2/MW-AC/年弱であり、太陽光発電の年間

CO2 削減量に比べると小さい。しかし、これは湿原の価値が小さいことを意味しない。湿原の炭素価値の中心は、

長期に蓄積された泥炭炭素ストックにある。また、湿原は CO2 吸収以外にも、水量調整、水質浄化、生物多様性

保全、景観、観光、地域文化等の生態系サービスを持つ[1][13][14][15]。炭素だけの LCA は、湿原損失の社会

的費用の一部にすぎない。 

10. おわりに 

本稿は、湿原改変を伴うメガソーラーについて、環境省資料の低層湿原の数値と、政府資料に基づく事業用太

陽光の設備利用率を用いて、ライフサイクル CO2 収支を概算した。主計算では、設備利用率 18.3%、土地利用密

度 0.40MW/ha、1MW-AC あたり占有面積 2.5ha とした。低層湿原の炭素ストックは 4,638-8,358t-CO2/MW-AC と

なる。これが全量放出される場合、太陽光モジュール製造時排出を含む初期炭素負債は 7,483-11,203t-

CO2e/MW-AC となり、2030 年排出係数を用いた CO2 回収年数は 19.1-28.7 年となる。設備利用率 12%の低位

発電量ケースでは、回収年数は 29.6-44.3 年に延びる。 

この結果は、湿原メガソーラーが常に CO2 削減にならないことを示すものではない。しかし、湿原炭素ストック

を無視したまま「再エネだから環境に良い」と評価することが不適切であることは明らかである。湿原を破壊して太

陽光発電を設置する場合には、太陽光モジュールの LCA だけでなく、泥炭炭素ストック、CO2 吸収フロー、メタン

等の温室効果ガス収支、生態系サービスの喪失を統合して評価しなければならない。 

政府・自治体および事業者は、湿原破壊による CO2 排出量の見積もりを案件ごとに明示すべきである。温暖

化対策を名目として湿原を改変するなら、その事業が本当にどの程度 CO2 削減に寄与するのかを住民・自治

体・国に説明する責任がある。回収年数が 10 年以上にもなるようであれば、その事業を温暖化対策として正当

化することは難しいのではないか。 

温暖化対策の名の下に、温暖化対策上重要な湿原を破壊することは、本末転倒になり得る。今後の再エネ政

策では、発電設備単体のコストや発電時 CO2 だけでなく、立地による自然資本損失とライフサイクル CO2 を明示

的に組み込む必要がある。 
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